
老高発 0316 第３号 

老認発 0316 第６号 

老老発 0316 第５号 

令和３年３月 16 日 

各都道府県介護保険主管部（局）長 殿 

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 長 

（ 公 印 省 略 ） 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課長 

（ 公 印 省 略 ） 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課 長 

（ 公 印 省 略 ） 

「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、

居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要す

る費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」等の

一部改正について 

「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を

改正する省令」（令和３年厚生労働省令第９号）、「指定居宅サービスに要する費

用の額の算定に関する基準等の一部を改正する告示」（令和３年厚生労働省告示

第 73 号）及び「厚生労働大臣が定める地域第六号の規定に基づき厚生労働大臣

が定める地域」（令和３年厚生労働省告示第 74 号）が公布され、令和３年４月

１日から施行される。 

これらの改正に伴う関係通知の改正の内容等については、下記のとおりであ

るので、御了知の上、管内市町村、関係団体、関係機関等にその周知徹底を図

るとともに、その取り扱いにあたっては遺漏なきよう期されたい。 

記 

１ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービ

ス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援

に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項につい



て（平成 12 年３月１日老企第 36 号）の一部改正 

  別紙１のとおり改正する。 

２ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービ

ス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要す

る費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平

成 12 年３月８日老企第 40 号）の一部改正 

別紙２のとおり改正する。 

３ 特定診療費の算定に関する留意事項について（平成 12 年３月 31 日老企第

58 号）の一部改正 

別紙３のとおり改正する。 

４ 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う

実施上の留意事項について（平成 18 年３月 17 日老計発第 0317001 号、老振

発第 0317001 号、老老発第 0317001 号）の一部改正 

別紙４のとおり改正する。 

５ 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地

域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴

う実施上の留意事項について（平成 18 年３月 31 日老計発第 0331005 号、老

振発第 0331005 号、老老発第 0331018 号）の一部改正 

別紙５のとおり改正する。 

６ 特別療養費の算定に関する留意事項について（平成 20 年４月 10 日老老発

第 0410002 号）の一部改正 

別紙６のとおり改正する。 

７ 特別診療費の算定に関する留意事項について（平成 30 年４月 25 日老老発

0425 第２号）の一部改正 

別紙７のとおり改正する。 

８ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について

（平成 11 年９月 17 日老企第 25 号）の一部改正 

別紙８のとおり改正する。 



 

 

９ 指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基

準について（平成 18 年３月 31 日老計発第 0331004 号、老振発第 0331004 号、

老老発第 0331017 号）の一部改正 

別紙９のとおり改正する。 

 

10 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について（平成 11

年７月 29 日老企第 22 号）の一部改正 

別紙 10 のとおり改正する。 

 

11 指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準について（平成 18 年３

月 31 日老振発第 0331003 号、老老発第 0331016 号）の一部改正 

別紙 11 のとおり改正する。 

 

12 指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準について（平成

12 年３月 17 日老企第 43 号）の一部改正 

別紙 12 のとおり改正する。 

 

13 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準について

（平成 12 年３月 17 日老企第 44 号）の一部改正 

別紙 13 のとおり改正する。 

 

14 健康保険法等の一部を改正する法律附則第百三十条の二第一項の規定によ

りなおその効力を有するものとされた指定介護療養型医療施設の人員、設備

及び運営に関する基準について（平成 12 年３月 17 日老企第 45 号）の一部改

正 

別紙 14 のとおり改正する。 

 

15 介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準について（平成

30 年３月 22 日老老発 0322 第１号）の一部改正 

別紙 15 のとおり改正する。 

 

16 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準、指定居宅介護支

援に要する費用の額の算定に関する基準、指定施設サービス等に要する費用

の額の算定に関する基準、指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に

関する基準、指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準、指定
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別紙９ 

 

○ 指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について（平成18年３月31日老計発第0331004号、老振発第

0331004号、老老発第0331017号）（抄）  

1 

新 旧 

第１ （略） 第１ （略） 

第２ 総論 

一 （略） 

第２ 総論 

一 （略） 

二 用語の定義 

基準第２条において、一定の用語についてその定義を明らかにしていると

ころであるが、以下は、同条に定義が置かれている用語について、その意味

をより明確なものとするとともに、基準中に用いられている用語であって、

定義規定が置かれていないものの意味を明らかにするものである。 

⑴ 「常勤換算方法」 

当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業

者が勤務すべき時間数（32 時間を下回る場合は 32 時間を基本とする。）で

除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換

算する方法をいうものである。この場合の勤務延時間数は、当該事業所の

指定に係る事業のサービスに従事する勤務時間の延べ数であり、例えば、

指定小規模多機能型居宅介護事業所と指定認知症対応型共同生活介護事

業所を併設している場合であって、ある従業者が指定小規模多機能型居宅

介護事業所の小規模多機能型居宅介護従業者と指定認知症対応型共同生

活介護事業所の介護従業者を兼務する場合、指定小規模多機能型居宅介護

事業所の小規模多機能型居宅介護従業者の勤務延時間数には、指定小規模

多機能型居宅介護事業所の小規模多機能型居宅介護従業者としての勤務

時間だけを算入することとなるものであること。 

ただし、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関す

る法律（昭和 47 年法律第 113 号）第 13 条第１項に規定する措置（以下「母

性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護

を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第 76 号。以下「育児・

介護休業法」という。）第 23 条第１項、同条第３項又は同法第 24 条に規

定する所定労働時間の短縮等の措置（以下「育児及び介護のための所定労

働時間の短縮等の措置」という。）が講じられている場合、30 時間以上の

勤務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤の従業者が勤務すべき時間

数を満たしたものとし、１として取り扱うことを可能とする。 

二 用語の定義 

基準第２条において、一定の用語についてその定義を明らかにしていると

ころであるが、以下は、同条に定義が置かれている用語について、その意味

をより明確なものとするとともに、基準中に用いられている用語であって、

定義規定が置かれていないものの意味を明らかにするものである。 

⑴ 「常勤換算方法」 

当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業

者が勤務すべき時間数（32 時間を下回る場合は 32 時間を基本とする。）で

除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換

算する方法をいうものである。この場合の勤務延時間数は、当該事業所の

指定に係る事業のサービスに従事する勤務時間の延べ数であり、例えば、

指定小規模多機能型居宅介護事業所と指定認知症対応型共同生活介護事

業所を併設している場合であって、ある従業者が指定小規模多機能型居宅

介護事業所の小規模多機能型居宅介護従業者と指定認知症対応型共同生

活介護事業所の介護従業者を兼務する場合、指定小規模多機能型居宅介護

事業所の小規模多機能型居宅介護従業者の勤務延時間数には、指定小規模

多機能型居宅介護事業所の小規模多機能型居宅介護従業者としての勤務

時間だけを算入することとなるものであること。 

⑵ （略） ⑵ （略） 

⑶ 「常勤」 ⑶ 「常勤」 
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共同生活介護事業者が指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的

な研修（年２回以上）を実施するとともに、新規採用時には必ず虐待の

防止のための研修を実施することが重要である。 

また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修の

実施は、事業所内での研修で差し支えない。 

④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（第４号） 

指定認知症対応型共同生活介護事業所における虐待を防止するための

体制として、①から③までに掲げる措置を適切に実施するため、専任の担

当者を置くことが必要である。当該担当者としては、虐待防止検討委員会

の責任者と同一の従業者が務めることが望ましい。 

⒂ 記録の整備 

地域密着型通所介護の場合と同趣旨であるため、第３の二の二の３の⒀

を参照されたい。 

（新設） 

⒃ 準用 

基準第 108 条の規定により、基準第３条の７、第３条の８、第３条の 10、

第３条の 11、第３条の 20、第３条の 26、第３条の 30 の２、第３条の 32

から第３条の 34 まで、第３条の 36、第３条の 38 から第３条の 39 まで、

第 28 条、第 33 条、第 34 条第１項から第４項まで、第 80 条、第 82 条の

２及び第 84 条の規定は、指定認知症対応型共同生活介護の事業に準用さ

れるものであるため、第３の一の４の⑵、⑶、⑸、⑹、⒁、⒅、(25)、(26)、

(28)、(30)及び(32)、第３の二の二の３の⑷及び⑽の①から④まで並びに第３の

四の４の⑿、⒃及び⒆を参照されたい。この場合において、準用される基

準第 34 条第１項から第４項までの規定について、指定認知症対応型共同

生活介護事業所は、１年に１回以上、サービスの改善及び質の向上を目的

として、各事業所が自ら提供するサービスについて評価・点検（自己評価）

を行うとともに、当該自己評価結果について、運営推進会議において第三

者の観点からサービスの評価（外部評価）を行うことができることとし、

実施にあたっては以下の点に留意すること。また、運営推進会議の複数の

事業所の合同開催については、合同で開催する回数が、１年度に開催すべ

き運営推進会議の開催回数の半数を超えないこととするとともに、外部評

価を行う運営推進会議は単独開催で行うこと。 

イ 自己評価は、事業所が自ら提供するサービス内容について振り返りを

行い、指定認知症対応型共同生活介護事業所として提供するサービスに

ついて個々の従業者の問題意識を向上させ、事業所全体の質の向上につ

⑿ 準用 

基準第 108 条の規定により、基準第３条の７、第３条の８、第３条の 10、

第３条の 11、第３条の 20、第３条の 26、第３条の 32 から第３条の 34 ま

で、第３条の 36、第３条の 38、第３条の 39、第 28 条、第 33 条、第 34 条

第１項から第４項まで、第 80 条、第 82 条の２及び第 84 条の規定は、指

定認知症対応型共同生活介護の事業に準用されるものであるため、第３の

一の４の⑴、⑵、⑷、⑸、⒀、⒄、(23)、(25)、(27)及び(28)、第３の二の二の３

の⑷、⑻及び⑼の①から④まで並びに第３の四の４の⑾、⒁及び⒃を参照

されたい。この場合において、準用される基準第 34 条第１項の規定につ

いて、運営推進会議の複数の事業所の合同開催については、合同で開催す

る回数が、１年度に開催すべき運営推進会議の開催回数の半数を超えない

こととする。 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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なげていくことを目指すものである。 

ロ 外部評価は、運営推進会議において、当該事業所が行った自己評価結

果に基づき、当該事業所で提供されているサービスの内容や課題等につ

いて共有を図るとともに、利用者のほか、市町村職員、地域住民の代表

者等が第三者の観点から評価を行うことにより、新たな課題や改善点を

明らかにすることが必要である。 

ハ このようなことから、運営推進会議において当該取組を行う場合に

は、市町村職員又は地域包括支援センター職員、指定認知症対応型共同

生活介護に知見を有し公正・中立な第三者の立場にある者の参加が必要

であること。 

ニ 自己評価結果及び外部評価結果は、利用者及び利用者の家族へ提供す

るとともに、「介護サービスの情報公表制度」に基づく介護サービス情

報公表システムを活用し公表することが考えられるが、法人のホームペ

ージへの掲載、事業所内の外部の者にも確認しやすい場所への掲示、市

町村窓口や地域包括支援センターへの掲示等により公表することも差

し支えない。 

ホ 指定認知症対応型共同生活介護の特性に沿った自己評価及び外部評

価の在り方については、平成 28 年度老人保健健康増進等事業「認知症

グループホームにおける運営推進会議及び外部評価のあり方に関する

調査研究事業」（公益社団法人日本認知症グループホーム協会）(https:

//www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/94_

nihonGHkyoukai.pdf)(厚生労働省ホームページ「平成 28 年度老人保健

健康増進等事業 当初協議採択事業一覧」にて掲載)を参考に行うもの

とし、サービスの改善及び質の向上に資する適切な手法により行うこ

と。 

 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

六 地域密着型特定施設入居者生活介護 

１・２ （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴～⑶ （略） 

⑷ 利用料等の受領 

 ① 基準第 117 条第１項、第２項及び第４項の規定は、指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護に係る基準第３条の 19 第１項、第２項及び第４

項の規定と同趣旨であるため、第３の一の４の⒀の①、②及び④を参照

されたい。 

六 地域密着型特定施設入居者生活介護 

１・２ （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴～⑶ （略） 

⑷ 利用料等の受領 

 ① 基準第 117 条第１項、第２項及び第４項の規定は、指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護に係る基準第３条の 19 第１項、第２項及び第４

項の規定と同趣旨であるため、第３の一の４の⑿の①、②及び④を参照

されたい。 
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